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貸 借 対 照 表 
(2026年３月31日現在) 

（単位：千円）
 

資 産 の 部 負 債 の 部 
科 目 金 額 科 目 金 額 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

親会社長期貸付金 

敷 金 及 び 保 証 金 

保 険 積 立 金 

破 産 更 生 債 権 等 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
1,814,949 

423,729 

163,873 

251,454 

235,166 

661,272 

5,087 

21,447 

46,976 

9,369 

△3,428 

3,379,157 

830,519 

252,732 

16,321 

100,561 

741 

5,995 

410,555 

43,612 

982 

406 

576 

2,547,654 

381,136 

48,300 

1,620 

2,072,000 

756 

39,674 

5,830 

5,167 

△6,830 

流 動 負 債 663,590 

買 掛 金 209,070 

１年内返済予定の長期借入金 153,600 

未 払 金 147,775 

未 払 費 用 61,660 

未 払 法 人 税 等 27,143 

未 払 事 業 所 税 5,597 

預 り 金 14,829 

賞 与 引 当 金 43,914 

固 定 負 債 822,801 

長 期 借 入 金 496,200 

繰 延 税 金 負 債 39,034 

退 職 給 付 引 当 金 140,528 

役員退職慰労引当金 133,000 

資 産 除 去 債 務 14,037 

負 債 合 計 1,486,392 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 3,518,302 

資 本 金 80,000 

資 本 剰 余 金 27,958 

資 本 準 備 金 582 

その他資本剰余金 27,376 

利 益 剰 余 金 3,410,343 

利 益 準 備 金 26,775 

その他利益剰余金 3,383,568 

固定資産圧縮積立金 13,263 

土 地 圧縮積立金 106,739 

別 途 積 立 金 1,226,000 

繰 越 利益剰余金 2,037,565 

評価・換算差額等 189,412 

その他有価証券評価差額金 189,412 

純 資 産 合 計 3,707,714 

資 産 合 計 5,194,106 負債純資産合計 5,194,106 
 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっておりま

す。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等  移動平均法による原価法によっております。 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・製品・仕掛品 売価還元法による原価法によっております。ただし、

仕入製品は最終仕入原価法によっております。 

・原材料・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっております。 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法によっております。ただし、1998年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15～65年 

機械及び装置 ９～17年 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務(退職金規定に基づく期末要支給額か

ら中小企業退職金共済制度から支給される金額を控除

した額)の見込み額に基づき計上しております。 
④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当事

業年度末要支給額を計上しております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

 顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、次のとおりであります。 

 当社は、アンプル、管瓶、試験管、理化学医療用硝子等の製造及び販売を事業としており

ます。主たる商品又は製品に係る収益は、これらの製造及び販売によるものであり、顧客と

の販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。 

 当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において顧客が当該商品又は製品に対す

る支配を獲得して充足されると判断し、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点で

収益を認識しております。ただし、当該国内の販売については出荷時点で収益を認識してお

り、海外への販売については主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負

担が顧客に移転した時に収益を認識しております。 

 また、有償支給取引について、支給品を買い戻す義務を負っている場合、当該支給品の消

滅を認識しておりません。 
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